
















































1	 岩倉具視（欧米派遣団）は、1871 年（明治 4 年）11 月 12 日木戸孝允、大久保利通、


































































1939 旧版、1956 復刊）261 頁（谷口知平）によれば、以下のとおりである。ナポレオ
ン民法は相互の合意による離婚を規定し、男子は少なくとも 25 年、女子は 21 年ない
し 45 年なること、婚姻が 2年以上継続し 20 年以上に至らざること、父母の同意ある
































































































































































9	 箕作麟祥『増訂佛蘭西法律書憲法民法』（博聞社、1880）のうち 85 頁以下が民法であり、



































































































2000 年復刻版）。なお、磯部四郎は、これとは別に、1890 年（明治 23 年）から 1893

































































第一至第五』日本立法資料全集別巻 411（信山社出版、2006 復刻 1版）。	



































































































33	『井上毅傳史料篇第二』129 頁、328 頁から 337 頁。
34	伊藤博文関係文書研究会編『伊藤博文関係文書一』（塙書房、1973 年）341 頁。




























神島二郎編『権力の思想』（筑摩書房、1965）35 頁以下、特に 43 頁から 45 頁参照。	
38	大久保利通の意見書の中心にある「我カ国自カラ皇統一系ノ法典アリ」とは欧米視察
前からの考えである（『大久保利通文書一』480 頁以下、『同文書三』245 頁など）。	


































































































47	『伊藤博文傳中巻』247 頁から 250 頁参照。伊藤之雄『伊藤博文』（講談社、2009）153
頁から 158 頁参照。滝井一博『伊藤博文』（中央公論新社、2010）53 頁、76 頁以下。	
48	『伊藤博文傳中巻』264 頁。なお、樫田剛『明治憲法の起草過程』（御茶ノ水書房、
2014）9 頁、13 頁から 14 頁、127 頁，228 頁参照。	
49	立憲制と国体の思想史的関連性は、米原謙『国体論はなぜ生まれたのか』（ミネルヴァ





























































































56	前田編『史料民法典』267 頁（前田・原田）。条文は同書 268 頁以下による。なお、明
法寮改刪未定本民法第 2巻は 141 条から始まっている（同書 275 頁）。
57	手塚『明治民法史の研究（上）』138 頁から 144 頁参照。堀内節「資料	御雇法律教師の

























































































































































































58	手塚『明治民法史の研究（上）』46 頁から 47 頁。
























































































32 頁から 45 頁、126 頁。参照
64	沖野「契約の解釈に関する一考察（一）」70 頁。	
65	石井『民法典の編纂』67 頁以下、71 頁から 72 頁、199 頁。



























































































73	井上毅は、1874 年（明治 7年）12 月、司法省権中法官に任命された。1875 年（明治 8年）
3月 11 日、井上は、大久保利通に対し司法省改革意見を提出した。大久保は、井上の



































































































82	 	本条の次行に、参照「改定律例第 261 条」との記載がある。
83	『井上毅傳史料篇第一』79 頁。






























































学新報』89 巻 1・2 号 31 頁注（3）参照（1982）。
92	明治 11 年民法草案は「箕作民法草案」と呼ばれた（吉井蒼生夫『近代日本の国家形成
と法』（日本評論社、1996）385 頁）。なお、箕作は 1897 年（明治 30 年）11 月 29 日死
亡した。
93	1876 年（明治 9年）5月司法省は民法編纂材料を蒐集するために地方慣例取調局を設け、
同月より大規模な地方慣例調査をし、1877 年（明治 10 年）5月に「民事慣例類集」と
して刊行された。さらに、1880 年（明治 13 年）に民法編纂局設置後、同年 7 月に























号 118 頁注（4）（1984）。こうした経緯によれば、明治 11 年民法草案は「民事慣例類集」
の内容を十分には知らなかったようである。

























































































































1999）、『註釈民法草案財産編 1巻から 4巻』（1999）、『民法草案財産取得編 1巻から 4巻』
（2000）、『再閲民法草案財産編 1巻から 6巻』（2000）、後期Ⅳ『ＰＲＯＪＥＴ	ＤＥ	Ｃ
ＯＤＥ	ＣＩＶＩＬ』（1998）、第Ⅱ期の前期Ⅰ - Ⅱの（Ⅰ）『公文類聚第十四編（明治
23 年）巻之八十一民法草案』、（Ⅱ）『民法草案修正文（自 501 条至 1500 条）』、（Ⅲ）『民
法應用字解全』（以上、2001）、後期Ⅰ - Ⅱの（Ⅰ）『再閲修正民法草案』（2000）、後期
Ⅰ - Ⅱの（Ⅰ）『再閲修正民法草案註釈第二編 ( 物権ノ部 )』、『再閲修正民法草案註釈第
二編（人権ノ部）』（2000）、『再閲民法草案正條（財産編物権人権）』、『ＡＢＣ順字類撮
録表』、『伊呂波順字類撮録表』（以上、2001）、第Ⅱ期の後期Ⅰ - Ⅱ（2002）の（Ⅰ）『公
文類聚第十四編（明治 23 年）巻之八十二』、（Ⅱ）『会議部議案下付・返上（明治 22 年）』、
（Ⅲ）『公文類聚第十四編（明治 23 年）巻之八十四』（以上、2003）、（Ⅳ）『解題・付録







101	山形大学歴史・地理・人類学論集 8号 56 頁以下（2007）。本論文を以下「法例・人事
編・取得編後半の編纂過程」という。
102	高橋良彰「司法省法学校における日本民法草案、財産編講義とボアソナード」『ボア
ソナード・梅謙次郎　没後 100 周年記念冊子（上）報告集』（法政大学、2015）70 頁
































106	村上一博「解題」前掲『再閲民法草案財産編 1巻』ⅴⅱ以下（プロジェ第 2版 1巻、2
巻の翻訳である）。




















110	手塚『明治民法史の研究（下）』220 頁。なお、「第一草案」の呼び方は同書 229 頁注（9）
参照。
111	 1996 年（明治 19 年）8月、司法省は『佛國訴訟法撮要全』（司法省蔵版、1996 年（明
治 19 年）印行）を配布した（東京区裁判所文庫蔵本、学習院大学図書館蔵本）。同書













































































120	高橋「法例・人事編・取得編後半の編纂過程」65 頁から 82 頁参照。
121	石井『明治文化資料叢書第 3巻法律編下』11 頁、12 頁。なお、同書 243 頁の「民法
人事編（元老院提出案）」は 1条から 412 条（法例 18 条の計 430 ケ条）であり、327
頁の「民法財産取得編（続）（元老院提出案）」は 295 ケ条（286 条から 580 条）である。
元老院修正委員会による修正により人事編 283 ケ条（129 ケ条削除）、取得編（続）




























122	石井『明治文化資料叢書第 3巻法律編上』13 頁以下、61 頁以下。旧民法人事編第一
草案196条 2項は「縁組ハ一旦成立シタルトキハ之ヲ廃棄スルコトヲ得ス」とある。『同















































































































































































































128	石井『明治文化資料叢書第 3巻法律編下』74 頁、77 頁。	
129	この 1643 条は、旧民法 409 条として存続する。相続財産の分割は相続人の合意で自
由にすることができるという原則を定立した。ここに協議優先の考えの起源があると












出版、2011）日本立法資料全集別巻 667（財産取得編 14 章贈与及び遺贈）539 頁、


























































132	『註釈民法草案財産編 1巻』前掲注（99）89 頁。なお、96 頁	




































139	『会議部議案下付・返上（明治 22 年）』前掲注（99）138 頁。	
140	『公文類聚第十四編（明治 23 年）巻之八十二』前掲注（99）124 頁。	























































（1）」『中京法学』16 巻 1 号（1981）60 頁以下を引用する。なお、この岸上論文は「同






































































































































































153	『枢密院会議議事録第 1巻』（東京大学出版会、1984）155 頁、161 頁、174 頁から 186 頁。	
154	森有礼による憲法草案「臣民権利義務」を「臣民ノ分際」に改めよとの有名な発言は
同年 6月 22 日のことである。『枢密院会議議事録第 1巻』217 頁参照。


























































































お、23 頁参照）。同『概説フランス債権法下』47 頁は、convention に「約定」の訳語
をあて、consentment　に原則として「合意」、例外的に「承諾（同意）」（46 頁）の

























































































































































































































































































































































175	磯部四郎『大日本新典民法釈義人事編之部（上）』別巻 89 の 285 頁から 293 頁、494 頁。	
176	磯部『同（下）・法例釈義』別巻 90 の 632 頁以下。
177	磯部『同（下）・法例釈義』別巻 90 の 807 頁。
178	磯部『同財産編第一部（下）』同別巻 82 の 1066 頁以下。
179	磯部『同財産編第二部（上）』同別巻 83 の 1549 頁以下。
180	磯部『同財産取得編（上）』同別巻 85 の 120 頁、381 頁以下。「協議売却」について
104 条から 106 条までに詳細な規定があり、会社分割に関する効力にかかる 153 条以
下の規定（磯部『同財産取得編（中）』同別巻 86 の 511 頁以下）を準用する。





























182	磯部『同財産取得編（下）・相続法之部』同別巻 87 の 403 頁。
183	磯部『同財産取得編（下）・相続法之部』同別巻 87 の 390 頁。





















本立法資料全集別巻 667 における分配相続の沿革にかかる叙述（10 頁）と矛盾する
ようである。
186	磯部『同財産取得編（下）・相続法之部』同別巻 87 の 3 頁、4頁、7頁。
187	磯部『同財産取得編（下）・相続法之部』同別巻 87 の 12 頁。
188	磯部『民法〔明治 23 年〕相続編講義完』の 8頁から 13 頁参照。なお、平井一雄・村
上一博『磯部四郎研究』（信山社出版、2007）332 頁参照。
189	 	磯部『民法〔明治 23 年〕相続編講義完』10 頁。ところで、我妻榮「家族制度法律論
の変遷（上）（中）（下・完）」（『法律時報』18 巻 10 号 3 頁、11 号 19 頁、12 号 41 頁、
特に 46 頁、1946）、同『家の制度―その倫理と法理―』（酣燈社、1948）163 頁以下、







































授在職廿五年記念論文集』（有斐閣書房、1914 年 5 月）675 頁から 847 頁である。上




























の変遷」『家の制度』203 頁、204 頁。同『民法研究Ⅶ』69 頁以下、特に 101 頁は旧
民法がより進歩的であるとの根拠はなく、玉城肇および平野義太郎の所説には賛成で
きないという。中川善之助責任編集『註釈親族法上巻』（有斐閣、1950）4 頁（中川
善之助）も、旧民法と明治民法のどちらが近代的で、どちらが封建的かは一概にいえ
ないという。
193	大村・本稿（上）前掲注（9）『文学から見た家族法』41 頁。	
194	手塚『明治民法史の研究（下）』313 頁。村上一博「星野通博士と法典論争研究」松
山大学法学部松大ＧＰ推進委員会編『シンポジウム『民法典論争資料集』（復刻増補版）
の現代的意義』19 頁。
論説：民法 907 条の協議の意義と系譜（中）
137
いてしっかりと関与した可能性があると考える。なぜなら、ボアソナードは、
比較法史、家族法に造詣が深いことにかんがみて、19世紀の北フランス（現
物均分相続の傾向あり）および南フランス（一括承継相続の傾向あり）にお
ける農民や都市市民間における不動産（所有権）の相続承継にかかるフラン
ス民法典相続法をめぐる法律論議の動向を知らないはずがないからである。
なお、明治政府は、この法的規律の仕方は統治技術上において枢要な位置を
占める事項であることを深く認識していたことはいうまでもないだろう。
5　旧民法の施行延期
いわゆる法典論争195を経て、1892年（明治25年）8月8日組織された第二次
伊藤内閣196は旧民法施行の延期を決した。1893年（明治26年）、法典調査会
規則（同年勅令第11号）により法典調査会が設置され、内閣総理大臣伊藤博
文が総裁、西園寺公望が副総裁に任命され、専門の法律家として穂積陳重、
富井政章、梅謙次郎の三名が既成法典（旧民法）を基礎にしてその修正を始
めた197。
（本稿は、学習院大学東洋文化研究所2015年度一般プロジェクトA15-1号
に基づく成果の一部である。）
195	いわゆる法典論争については、膨大な議論があるが、ここでは星野『明治民法編纂史
研究』、星野編著『民法典論争資料集〔復刻増補版〕』、松山大学法学部松大ＧＰ推進
委員会編『シンポジウム『民法典論争資料集』（復刻増補版）の現代的意義』所収の
岡孝「民法典論争と梅謙次郎」（50 頁）、岩谷十郎「民法典論争・論争史―その構造
と性格―」（74 頁）、大村敦志「現代日本における民法典論争史―新たな『資料集』の
必要性」（102 頁）、沖野眞已「「シンポジウム：『民法典論争資料集』（復刻増補版）の
現代的意義」の意義」（182 頁）および前掲の村上博一「星野通博士と法典論争研究」（13
頁）と池田眞朗「旧民法典とボワソナード」（27 頁）ならびに岩谷十郎・片山直也・
北居功編『法典とは何か』（慶應義塾大学出版会、2014）に譲りたい。
196	大久保・髙橋『ボワソナード民法典の編纂』302 頁、307 頁。
197	大久保・髙橋『ボワソナード民法典の編纂』308 頁。	

